
令和６年度宮城県農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）形成伴走支援業務仕様書 

 

 本仕様書は、宮城県（以下「発注者」という。）が実施する「令和６年度宮城県農村型地域運

営組織（農村ＲＭＯ）形成伴走支援業務」（以下「本業務」という。）を受注する者（以下「受

注者」という。）の業務に係る基本的な事項を定めるものとする。 

 なお、詳細な仕様については、企画提案された内容を踏まえ、県と受注候補者とで協議の上決

定することとする。 

 

１ 業務の目的 

  高齢化や人口減少が急速に進行する農山漁村地域では、集落機能の低下が著しく進行してい

ることから、複数の集落が多様な組織や関係者と連携し、農用地の保全管理、農産物等の地域

資源を活用した農業振興、買い物や子育て支援等の生活扶助など、複数の集落機能を補完する

農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）（以下「農村ＲＭＯ」という。）」の形成が急務となっている。 

  農林水産省の農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）形成推進事業のうち、農村ＲＭＯモデル形

成支援では、農村ＲＭＯの形成を目指す地区等が行う、農用地保全、地域資源活用、生活支援

に関する将来ビジョンの策定と、将来ビジョンに基づく調査、計画作成、実証事業などの取組

を支援している。また、農村ＲＭＯ形成伴走支援では、都道府県単位における伴走支援体制の

構築を支援している。 

  本県では、令和６年度より、川崎町支倉地区と加美町鹿原地区が当該事業を活用して農村Ｒ

ＭＯの形成を目指しており、取組の初年度である今年度は、各地区ともに将来ビジョンの策定

を行う。また、県は、各地区を伴走支援するため、関係機関の連携強化等を目的とした「みや

ぎ農村ＲＭＯ形成推進会議」の設置などの取組を実施する。 

本業務では、本県における伴走支援の一環として、農村ＲＭＯの形成を目指す地区を対象に

地域が抱える課題やニーズなどの把握をした上で、必要な支援を実施するとともに、農山漁村

地域にある地域運営組織等を対象として、農村ＲＭＯについて普及啓発を行うことで、本県に

おける農村ＲＭＯの形成を推進することを目的とする。 

 

２ 支援対象地区（各地区の概要は別紙１及び別紙２を参照） 

（１）はせくら地区活性化推進協議会（川崎町支倉地区） 

（２）鹿原地区コミュニティ推進協議会（加美町鹿原地区） 

 

３ 業務の内容 

（１）農村ＲＭＯモデル形成支援 

  イ 各地区が実施する取組等に参加するなどして、月 1回程度の情報収集を行い、将来ビジ

ョンの策定や将来ビジョンに基づく取組の進捗状況、各地区が抱える課題や支援のニーズ

などを把握して発注者に報告することとし、より効果的な情報収集方法やスケジュールに

ついて提案して実施すること。 

ロ 上記イで把握した各地区の課題等に対して、専門家派遣等の農村ＲＭＯの形成推進に資

する支援を実施することとし、想定される支援方針について提案して実施すること。 



 

ハ 県が設置する「みやぎ農村ＲＭＯ形成推進会議」（令和６年１１月、令和７年２月に開催

予定）において、各地区の取組状況を報告するための資料を作成すること。 

なお、作成にあたっては、発注者と内容を十分に協議すること。 

（２）農村ＲＭＯの普及啓発支援 

   上記２の支援対象地区のほか、県が令和５年度に実施した「みやぎ・いなか・トランスフ

ォーメーション（ＭＩＸ）推進業務」で把握した農山漁村地域にある地域運営組織等を対象

として、研修会等の農村ＲＭＯの普及啓発に資する取組について提案して実施すること。 

（３）業務全体の進捗管理 

受注者は、発注者に対して業務の中間報告を行うものとする。報告時期は、発注者の指示

によるものとする。 

（４）その他農村ＲＭＯの形成推進に向けて有効と考えられる取組 

   上記（１）から（３）のほか、本業務目的を達成するために、有効と考えられる独自の企

画があれば提案すること。 

 

４ 委託期間 

  契約締結の日から令和７年３月１４日まで 

 

５ 委託業務の運営管理 

（１）本業務の実施に当たっては、業務全体の責任者、業務別の担当者を定め、業務実施体制を

構築すること。 

（２）本業務の着手及び進行に当たっては、発注者と十分に連絡調整の上実施することとし、受

注者は発注者に対し、状況に応じて業務の進捗状況を報告するとともに、必要の都度業務の

推進について発注者と打合せを行うなど、業務全体を適切に管理の上、その状況等に応じ

て、適宜必要な措置を講じること。 

 

６ 委託経費 

（１）対象とならない経費は以下のとおりとする。 

イ 土地・建物を取得するための経費 

ロ 施設や設備を設置または改修するための経費 

ハ 国や地方公共団体等の補助金、委託費等により既に支弁されている経費 

ニ 飲食にかかる経費 

ホ その他、本業務との関連が認められない経費 

（２）本業務に要する人件費（委託業務に直接従事する者の直接作業時間に対する給与その他の

手当）を計上する場合は、別紙「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化につい

て（平成２２年９月２７日付け２２経第９６０号大臣官房経理課長通知）」に基づき算定す

ること。 

（３）この他、委託料に関する事項は、契約書において定める。 

 

 



 

７ 業務実施に当たっての留意事項 

  本業務の実施に当たっては、次の点に注意すること。 

（１）受注者は、委託業務の処理について、その全部又は一部を他に委託し、又は請け負わせて

はならないものとするが、業務の一部を第三者に再委託する場合は、あらかじめ様式第２号

「再委託承諾申請書」を発注者に提出し、発注者の承諾を得ること。 

（２）再委託を受けることができる第三者は、次に掲げる要件を全て満たしている者とする。 

  イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する者でな

いこと。 

  ロ 地方自治法施行令１６７条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている

者でないこと。 

  ハ 県の物品調達等に係る競争入札の参加資格制限要領（平成９年１１月１日施行）に掲げ

る資格制限の要件に該当する者でないこと。 

 ニ 宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成２０年１１月１日施行）の別表各号に規定する

措置要件に該当しないこと。 

 ホ 財務状況が健全であり、年間を通じて安定した事業運営が可能なこと。 

 ヘ 県税の未納がない者であること。 

 ト 個人情報等の取扱いに関する情報セキュリティー管理体制を構築している者であるこ

と。 

（３）環境配慮の観点から、チラシ・パンフレット等を作成する場合は、「宮城県グリーン購入

の推進に関する計画」における判断基準に配慮すること。また、自動車を使用する場合は、

適切な大きさの車両を使用し、効率的な運行に努めること。駐停車中の不要なアイドリング

停止を徹底すること。 

（４）業務の履行における安全、その他の規律については、関係法令を厳守すること。 

（５）受注者は、この契約の履行に当たり暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」とい

う。）から不当要求又は妨害を受けたときは、速やかに警察への通報を行い、捜査上必要な

協力を行うとともに、発注者へ報告すること。また、この契約の下請負若しくは受託させた

者が、暴力団員等から不当要求又は妨害を受けたときは、同様の措置を行うよう指導するこ

と。 

   なお、暴力団員等から不当要求又は妨害を受け、警察への通報、捜査協力及び発注者への

報告が適切に行われた場合で、これにより、履行遅延等が発生する恐れがあると認められる

ときは、必要に応じて、工程の調整、工期の延長等の措置を講じる。 

 

８ 業務成果の取扱い 

（１）本業務の成果物は、様式第１号「業務完了報告書」に添付して、提出すること。また、８

の（２）で著作権が発注者に帰属される各種画像データ及び製作したデザインデータ等の制

作物の電子データも提出すること。 

（２）本業務の業務成果（本業務で撮影した各種素材画像データ及び製作したデザインデータ等

の製作物の著作権も含む）は発注者に帰属すものとし、発注者は、本業務の成果物を自ら使

用するために必要な範囲において、随時利用できるものとする。 

（３）成果物の権利等について 

 イ 制作物は、他者の所有権や著作権を侵すものでないこと。 



 

 ロ 人物を採用する場合は、肖像権の侵害が生じないようにすること。 

 ハ 制作物について、発注者に対し受注者は著作者人格権の行使を行わないものとする。 

 ニ 受注者は、本業務において撮影した各種素材画像データ及び制作したデザインデータ等

の制作物について、いかなる部分も第三者が著作権やその他の知的財産権侵害を主張して

いないことを発注者に保証し、第三者から成果品に関して知的財産権侵害を主張された場

合の一切の責任は受注者が負うものとする。 

（４）本業務に伴い入手した個人情報に関するものは、外部記憶装置（ＣＤ-Ｒ又はＵＳＢ）に

保存した上ですべて発注者に提出すること。 

 

９ その他 

（１）本業務に関して知り得た業務上の秘密は、契約期間にかかわらず、決して第三者に漏らし

てはならない。 

（２）本事業は、農林水産省の農山漁村振興交付金（中山間地農業推進対策）のうち農村型地域

運営組織（農村ＲＭＯ）形成推進事業として実施するため、事務手続き等は本仕様書のほ

か、同事業の各関連要綱等によることとする。 

（３）業務の目的を達成するために、発注者は、業務状況・進行状況に関して必要な指示を行う

ことができるものとし、受注者はこの指示に従うこと。 

（４）個人情報の取扱いについては、別記個人情報取扱特記事項を遵守すること。 

（５）業務の目的を達成するために、本仕様書に明示されていない事項で必要な業務が生じたと

き又は業務内容を変更する必要が生じたときは、発注者と協議の上、対応すること。 

（６）事業実施に当たっては、発注者と随時事前に協議すること。また、本仕様書に疑義が生じ

た事項については、その都度発注者と協議すること。 

 

 

【仕様書関連資料】 

□ 別紙１「はせくら地区活性化推進協議会」 

□ 別紙２「鹿原地区コミュニティ推進協議会」 

□ 様式第１号 業務完了報告書 

□ 様式第２号 再委託承諾申請書 

□ 別記 個人情報取扱特記事項 

□ 別添 補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について 

 


